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（小特集①）
北海道の排水マスに適した機能分離型落水量調整装置の開発

宮津　　進・高道　政秀・干場　法美�
斎藤　貴視・蔵本　修一

　産官学連携した現地実証試験を実施して，北海道内の国営・
道営ほ場整備事業で採用される田区排水マスに適した新たな機
能分離型落水量調整装置（Ｌ型堰板）を開発した。実証試験の
結果，新たな調整装置に求められる具備要件として，①小降雨
時の田面湛水の発生回避，②過剰湛水の回避機構（余水吐機能），
および③調整装置の脱着性が求められることが確認された。こ
れら3つの要件を満たしたＬ型堰板は，取組み農家の日常営農
作業に支障を与えることなく，安定的な洪水緩和効果の発現が
期待できることが数値実験によって明らかになった。本報では，
本装置の特徴と効果を報告する。

（水土の知94-3，pp.5～8，2026）
田んぼダム，流域治水，機能分離型，余水吐機能，脱着
性

（小特集②）
河川流域における田んぼダムのポテンシャル簡易算定手法

吉川　夏樹・髙野　陽平

　田んぼダムを流域内の全水田に導入した場合に得られる河川
ピーク流量の低減率（ポテンシャル）を，流域を構成する土地
利用面積率と，各土地利用に対応するピーク流出比に基づいて
簡易に概算する手法を開発した。6つの中規模河川流域とそれ
らに含まれる支流域を対象に，本手法による計算結果と数値シ
ミュレーション結果を比較したところ，両者は良好な一致を示
した。構築作業に多大な時間と労力を要する数値シミュレー
ションを用いることなく，河川流域において田んぼダムによる
ピーク流量低減ポテンシャルを迅速に評価できる有効なツール
となることが期待される。

（水土の知94-3，pp.9～14，2026）
田んぼダム，簡易算定手法，河川流域，河川ピーク流量
低減，土地利用面積率，ピーク流出比

（小特集③）
機械排水流域における田んぼダムのポテンシャル簡易算定手法

髙野　陽平・石口　　武・吉川　夏樹

　田んぼダムの浸水軽減効果を簡易に評価する手法を開発し
た。本手法は，機械排水流域を対象とし，排水機場諸元および
地形情報から，最大排水能力と最大浸水量の関係を表すQ−V
直線に，地形情報に基づくV−H曲線およびA−H曲線を組
み合わせて，浸水量減少率を推定するものである。新潟県，岡
山県，千葉県に位置する32の機械排水流域を対象に，数値シ
ミュレーションモデルによる計算結果との比較を行った結果，
簡易算定手法による推定精度は良好で，本手法の有効性が確認
された。本手法は，詳細な数値シミュレーションを行うことな
く，全国規模で田んぼダムの流域治水ポテンシャルを迅速に評
価するための有効な手段となり得る。

（水土の知94-3，pp.15～20，2026）
田んぼダム，簡易算定手法，機械排水流域，浸水軽減効果，
Q−V直線，V−H曲線，A−H曲線

（小特集④）
広大な河川流域におけるダム・水田の洪水緩和効果の可視化

皆川　裕樹・相原　星哉・吉田　武郎�
髙田亜沙里・久保田富次郎

　広域な河川流域にある複数のダムおよび水田を活用して発揮
される洪水緩和効果を評価した。山形県最上川流域を対象に，
ダムおよび田んぼダムの流出機構を組み込んだ分布型水循環モ
デルを適用して，過去豪雨時の洪水解析を実施した。洪水緩和
効果をピークカット率で評価した結果，ダム効果は洪水調整方
式にかかわらず集水面積比と線形関係がみられた。また田んぼ
ダムの効果は，上流側水田面積率が高い小規模流域で特に有効
であることを示した。効果の時間的・空間的変化を示すことで，
各施設の効果やその波及範囲を視覚的に把握できた。本手法は
降雨条件や施設運用条件を変えて柔軟に評価でき，流域治水の
関係者間の理解促進や協力体制構築に資する。

（水土の知94-3，pp.21～24，2026）
流域治水，農業用ダム，田んぼダム，洪水緩和機能，時
空間分布

（小特集⑤）
長野県におけるため池を活用した雨水貯留の取組みと成果

遠藤　竜政・小松　俊一・二木　秀幸・青柳　賢治�
土屋　和明・御子柴久仁・岡田　優樹・北條翔太郎

　令和元年東日本台風で甚大な水害が発生した長野県におい
て，洪水被害の軽減は最優先の課題である。県は，令和元年東日
本台風による災害をきっかけに，長野県流域治水推進計画を策
定して，関係者が連携し，流域治水を推進してきた。この計画に，
ため池を活用した雨水貯留を位置づけて，取組みを進めてきた。
ため池管理者の協力を得て，令和 7年は 437カ所のため池で
低水位管理に取り組み，約550万m3の空き容量を確保し，下流
河川への流出量を抑制した。また，長野県ため池監視システムを
活用して，ため池の低水位管理による雨水貯留の成果を検証し
た。本報では，長野県におけるため池を活用した雨水貯留の取組
みと成果を紹介する。� （水土の知94-3，pp.25～28，2026）

ため池，雨水貯留，低水位管理，流域治水，ため池監視
システム，洪水被害軽減

（報文）
寺家ダムにおける令和6年能登半島地震の影響と堤体復旧

吉田　弘明・松村　彰則・柳浦　光男�
谷田部　至・吉田　貴司

　能登半島では令和2年 12月から地震活動が活発になり，令
和6年 1月 1日のM7.6（最大震度7）の地震が発生した。その
後も当該地域での地震活動はさらに活発になり，活動域は能登
半島およびその北東側の海域を中心とする150 km程度の範囲
に広がった。このような地震活動の中，寺家ダム（堤高 35.4�
m，中心遮水ゾーン型ロックフィルダム）では，堤体天端にク
ラックやアスファルト舗装の浮き上がりの変状が確認された。
令和 6年 12月末時点で，M7.6の大規模地震後の余震活動は
継続していたが，緩やかに減少傾向にあることから，本報では
寺家ダムの令和 3年からの 4年間にわたる地震動の影響に対
する堤体観測結果と，その復旧対策として国が行った災害復旧
事業について報告する。�（水土の知94-3，pp.31～36，2026）

ロックフィルダム，令和6年能登半島地震，直轄災害復
旧事業，堤体復旧，地殻変動



（報文）
スリランカの技術協力事例の比較による持続可能性の考察

金森　秀行

　（独）国際協力機構（JICA）が実施する大型の技術協力プロ
ジェクトでは，複数の日本人専門家が開発途上国の配置した政
府職員と共同で開発を実施して当該国に適合する開発モデルや
技術を確立し，その過程で日本人の知識・技術・経験を活用し
て人材育成をしている。本報では，スリランカ国でほぼ同時期
に実施された2つのプロジェクト事例を比較する。これらは協
力目標・協力方針を除く設定条件・投入割合は類似しており，
共に終了時には協力目標は達成されると評価されたが，事後評
価では一方は持続，他方は持続していないとされた。本報では，
持続性が異なった理由を比較分析して持続の要件と要因を特定
し，持続可能性を高めるための提言を行う。

（水土の知94-3，pp.37～42，2026）
技術協力，人材育成，技術移転，開発モデル，持続可能性，
スリランカ

（報文）
三次元点群の深層学習による取水堰の損傷検出

柴野　一真・鈴木　哲也・川邉　翔平�
金森　拓也・木村　優世・森　　充広

　本報では，地上型レーザスキャナ（TLS）の制約を調査し，
最適な条件で計測することで，深層学習と組み合わせて構造物
のひび割れを効率的に検出することを目的とした。ひび割れが
顕在化した取水堰を対象にTLSおよびハンディ型レーザス
キャナ（HLS）計測を行い，HLSの粗さデータによりTLS点
群の測距精度を確認した。その結果，距離および入射角の計測
条件が点群密度に影響を及ぼすことが示された。奥行き方向の
測距が可能な点群かつ幅 3.5 mm以上のひび割れにおいて
PointNet によるひび割れ検出を行った。TLS点群の座標情報
のみを用いて，点群の特性である順不同なデータに対応した深
層学習によりひび割れの検出が可能であることが示唆された。

（水土の知94-3，pp.43～46，2026）
PointNet，コンクリート取水堰，三次元点群，地上型レー
ザスキャナ，ハンディ型レーザスキャナ

（技術リポート：北海道支部）
自動給水栓を活用した地下灌漑による水管理の高度化

綿越　　実・髙橋　直樹・荒川　剛慶・山崎　祐樹

　北海道の水田地域では，地下灌漑システムとして利用可能な
「集中管理孔方式」を導入した整備を進めている。今回，地下
水位センサーと連動した自動給水栓を活用して ICT地下灌漑
による高度な水管理を検討した。その結果，地下灌漑と表面取
水を併用することで取水時間を短縮でき，すみやかな用水供給
がはかられた。地下灌漑における取水時の用水温は安定してお
り，取水が集中する時間帯を回避した取水時間が選択可能に
なった。地下水位センサーを用いてリアルタイムで地下水位を
確認でき，登熟期の地下水位を一定に自動制御できた。今後，
排水への自動化を検証することで，水稲生育に合わせた水管理
の省力化・高度化への活用可能性が広がった。

（水土の知94-3，pp.48～49，2026）
自動給水栓，地下水位センサー，ICT地下灌漑，取水時
間，取水時の用水温，地下水位制御

（技術リポート：東北支部）
豊沢ダムの小水力発電施設の諸元検討

田子　雅章・金田　　力・荻原　孝生

　国営かんがい排水事業「豊沢川地区」は，岩手県花巻市およ
び北上市にまたがる水田地帯に位置する。前歴事業で造成した
ダム管理設備の経年的な劣化による腐食や変形が発生する等，
農業用水の安定供給に支障を来し，維持管理に多大な費用を要
していた。このため，農業用水の安定供給と維持管理費の低減
を図り，農業生産性の維持及および農業経営の安定に資するこ
とを目的として，ダム管理施設の改修と小水力発電施設を新設
した。本報では，小水力発電施設の諸元検討において，発電使
用水量，FIP制度や系統連系の条件を踏まえて，水車構成や水
車形式を決定したこと，併せて，売電収益とCO2削減量につ
いて事例紹介する。

（水土の知94-3，pp.50～51，2026）
国営かんがい排水事業，小水力発電，ダム，発電使用水量，
FIP制度，カーボンニュートラル

（技術リポート：京都支部）
富山県における地域農業の将来を見据えた農地の整備

柴田　祐紀・小竹　俊輔

　近年，農業従事者の減少や高齢化，担い手不足等に伴う労働
力不足が顕著となっている。こうした中，富山県では，平場，
中山間地域といった各地域の実情に応じた農地の大区画化・汎
用化を図るとともに，ICT自動給水栓やロボットトラクタ等
のスマート農業技術の導入を可能にする基盤整備を進め，生産
性向上・維持管理の省力化を図っている。本県では，今後も関
係機関と連携しつつ，農業・農村の持続的発展を目指し，次世
代に引き継ぐことのできる優良な農業生産基盤の整備を着実に
進めるとともに，園芸産地の形成や生産拡大に向け，生産から
販売までの一貫した伴走支援を行う予定である。本報では，そ
の取組み内容について述べる。

（水土の知94-3，pp.52～53，2026）
農業農村整備事業，富山県，地域の実情に応じた基盤整
備，大区画化，スマート農業技術

（技術リポート：中国四国支部）
広島県における「ため池総合対策」

蜂谷　英稔

　広島県には，全国で2番目に多い16,000カ所余りのため池
が存在しているが，農村地域の人口減少や高齢化の進行により
農地が減少し，利用されないため池や管理が困難なため池が増
加している。平成30年 7月豪雨では，短時間に広範囲で大量
の降雨があったことから，堤体の決壊や損壊等による下流への
被害が発生した。このため，県では平成31年 3月に「ため池
の整備・廃止・管理等に関する方針」を策定し，市町と連携し
て，ソフト・ハード一体となった「ため池総合対策」を進めて
いる。本報では，その取組み状況について報告する。

（水土の知94-3，pp.54～55，2026）
ため池，防災対策，避難，補強，廃止，管理



（技術リポート：九州沖縄支部）
湛水リスク評価を活用したソフト対策による湛水軽減効果

岡部　　聡

　広大な流域を抱える一級河川筑後川の中流に位置する大刀洗
川・陣屋川流域は，葉物野菜のハウス栽培が盛んな農業振興地
域であるが，近年，激甚化する集中豪雨により農地湛水が頻発
し，多大な農作物被害が発生している。このことによって，農
業経営の逼迫と農業者の離農が危惧される事態に陥っている。
このため，県では湛水リスク対策を進めているが，筑後川河口
の下流域では機械排水などの対策が進む一方，中流域において
はその対策の効果がみられないのが現状である。本報では，こ
の中流域のソフト対策として「田んぼダム」の効果を紹介する。

（水土の知94-3，pp.56～57，2026）
筑後川，大刀洗川・陣屋川流域，生起確率，湛水リスク，
田んぼダム
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